
平成27 6月8日
株主各位

第93回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結注記表 …… 1ページ
個別注記表 …… 10ページ

第93期（平成26 27 31日まで）

ＳＭＫ株式会社
(証券コード 6798)

上記の事項につきましては、
定款第16条の規定に基づき、インターネッ
ト上の当社ホームページに掲載することに
より、ご提供しているものであります。
（http://www.smk.co.jp/）
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等

1.連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 30社

主要な連結子会社名
SMK Electronics Corporation, U.S.A.
SMK Manufacturing, Inc.
SMK Trading (H.K.) Ltd.
SMK Electronics (Dongguan) Co., Ltd.

SMKキャリアサービス(株)及びSMK 
Eletronica Brasil Ltda.については、重要性が増したことにより、連結の
範囲に含めております。KOSCO(株)については、平成26 10月に株式を
取得したことにより、SMK Electronics (Europe) Ltd.については、平成
27

2.持分法の適用に関する事項
(1)持分法を適用した関連会社の数 １社

会社等の名称
茨城プレイティング工業(株)

(2)持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項
持分法適用会社の茨城プレイティング工業(株)の決算日は４月30日であり
ますが、連結計算書類の作成に当たっては、３月31
ております。

3.
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

移動平均法により算定)
時価のないもの 移動平均法による原価法



― 2 ―

②デリバティブ
時価法

③たな卸資産
通常の販売目的で保有するたな卸資産
評価基準は原価法( )によってお
ります。

製 品 売価還元法
仕 掛 品 主として最終仕入原価法
原 材 最終仕入原価法
連結子会社は主に移動平均法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産(リース資産を除く)

ただし、平成10 １ (建物付属設備を除く)につ
いては、定額法によっております。

建物及び構築物 10 50
機械装置及び運搬具 10
工具、器具及び備品 ２ ６

また、平成19 31日以前に取得したものについては、償却可能限

ります。
②無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

( )に基づいておりま
す。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

ゼロとする定額法によっており
ます。

(3)
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従業員に対する賞与の支給に充てるため、当社及び国内連結子会社なら

を計上しております。

込額に基づき計上しております。

(4)その他連結計算書類の作成のための重要な事項

での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。

( )による定額法により按分した額

す。

税抜方式によっており、資産に係

しております。

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24 17日。以下
「退職給付会計基準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」
(企業会計基準適用指針第25号 平成27 3月26日。以下「退職給付適用指針」
という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に
掲げられた定め 、退職給付債務及び勤務費用
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しました。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的

の期首において、退職給付債務及び勤務費用

184百万円増加し、退
職給付に係る資産が511 696百万円それぞれ減少しており
ます。また、
に与える影響は軽微であります。

連結貸借対照表に関する注記

1.担保に供している資産及び担保に係る債務
(1)担保に供している資産

建物及び構築物 1,683百万円
機械装置及び運搬具 296百万円
工具、器具及び備品 81百万円
土地 820百万円
計 2,882百万円

(2)担保に係る債務
3,483百万円
2,239百万円

計 5,723百万円

2. 50,394百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1.
普通株式 79,000,000株
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2.配当に関する事項
(1)

決議 株式の種類 （百万円）
１株当たり配当額

（円） 基準日
平成26 24日
定時株主総会 普通株式 359 5 平成26 31日 平成26 25日

平成26 10月23日
取締役会 普通株式 359 5 平成26 ９月30日 平成26 11月19日

(2) 連結会
となるもの

647百万円
②１株当たり配当額 9円
③基準日 平成27 ３月31日

平成27 ６月24日

3.
除く。）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 441,000株
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1.

(1)

(2)

市場価額の変動リスクに晒されておりますが、定期的に把握された時価が
取締役会に報告されております。

日であります。また、グローバルに事業を展開していることから生じてい
る外貨建債権債務に係る為替の変動リスクを軽減するため、為替予約取引

( )

ブ取引( )
満たし

ます。
(3)

、市場価格がない場
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2.
平成27 31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と
認められるものは、次表には含めておりません((注)2を参照下さい。)。

(単位：百万円)
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

(1) 10,182 10,182 ―
(2) 16,979 16,979 ―
(3)投資有価証券

その他有価証券 2,874 2,874 ―
資産計 30,036 30,036 ―

(1) 4,542 4,542 ―
(2) 5,600 5,600 ―
(3) 5,970 5,970 ―
(4) (※1) 8,647 8,581 △66

負債計 24,760 24,694 △66
デリバティブ取引(※2) △11 △11 ―
(※1)

(※2) デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しております。

(注)1. 
事項

資産
(1) (2)
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。
(3)投資有価証券
時価については、株式は取引所の価格によっております。

負債
(1) (2) (3)
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。
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(4)

デリバティブ取引

2. 
(単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 230
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め
られるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

1.
当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィス
ビル(土地を含む。)、工場・倉庫等を有しております。

2.
(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時価
9,019 15,116

(注)1. 
あります。

2. 
あります。

１株当たり情報に関する注記

1.１株当たり純資産額 475円42銭

2.１株当たり当期純 27円61銭
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重要な後発事象に関する注記

当社は、平成27 27 (Near Field 
Communication)事業の展開を目的としてLogomotion, s.r.o.(スロバキア)と共

、平成27 30日に合弁契約を締結し、
平成27
す。

① 商号 SMK-LOGOMOTION株式会社
② 代表者 角 芳幸
③ 本店所在地 ５－17－14
④ ４億８千万円
⑤ 出資割合 SMK株式会社：Logomotion, s.r.o.＝51：49
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個 別 注 記 表

重要な会計方針

1.資産の評価基準及び評価方法
(1)有価証券

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、

平均法により算定)
時価のないもの 移動平均法による原価法

(2)デリバティブ
時価法

(3)たな卸資産
通常の販売目的で保有するたな卸資産

ております。
製 品 売価還元法
仕 掛 品

ついては実際発生額の合計額であります。
原 材 最終仕入原価法
貯 蔵 品 最終仕入原価法

2.固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産(リース資産を除く)

ただし、平成10 １ (建物付属設備を除く)につ
いては、定額法によっております。

建物 15 50
構築物 10 50
機械及び装置 ８

工具、器具及び備品
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また、平成19 31日以前に取得したものについては、償却可能限

ります。
(2)無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

用可能期間( )に基づいております。
(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
お

ります。

3.
(1)貸倒

(2)

上しております。
(3)

に基づき計上しております。
(4)

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

勤務期間以内の一定の ( )による定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の おります。
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(5)

4.その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1)ヘッジ会計の方法

a ヘッジ会計の方法

b ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段

ヘッジ対象

c ヘッジ方針

d ヘッジ有効性評価の方法

(2)

(3)
税抜方式によっており、資産に係

おります。
(4)外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
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「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24 17日。以
下「退職給付会計基準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指
針」(企業会計基準適用指針第25号 平成27 26日。以下「退職給付適用
指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67
項本文に掲げられた定めについて より適用し、退職給付債務及び勤

従業員

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経
過的な取扱いに従って、当 の期首において、退職給付債務及び勤務費

繰越
696百万円増加し、繰越

剰余 696
益及び税引前

貸借対照表に関する注記

1.担保に供している資産及び担保に係る債務
(1)担保に供している資産

建物 1,253百万円
構築物 21百万円
機械及び装置 296百万円
工具、器具及び備品 81百万円
土地 820百万円
計 2,473百万円

(2)担保に係る債務
2,300百万円

1 1,183百万円
2,239百万円

計 5,723百万円
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2. 33,474百万円

3. 及び債務
20,824百万円
2,340百万円
3,327百万円

なお、区分掲記したものについては除いております。

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
売 上 高 39,236百万円
売 上 原 価 32,470百万円

68百万円
営業取引以外の取引高 1,794百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

普通株式 7,017,013株
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税効果会計に関する注記

たな卸資産評価損 28百万円
310百万円

関係会社株式評価損 961百万円
76百万円

433百万円
38百万円

減損損失 282百万円
その他 270百万円

2,401百万円
評価性引当額 △1,902百万円

498百万円

△86百万円
△62百万円
△31百万円

△255百万円
△435百万円

63百万円

が平成27 31
(ただし、平成27 )に

35.5
る期間が平成27 28 31までのものは32.9％、平成28

32.2
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関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

属性 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容 (百万円) 科目 期末残高

(百万円)

子会社 SMK Electronics Corporation,
U.S.A.

所有
直接100 当社製品の販売 売上

(注)１ 14,696 4,894

子会社 SMK Hungary Kft. 所有
直接100

当社製品の販売
(注)２ 632 627

子会社 SMK High-Tech Taiwan Trading 
Co., Ltd.

所有
直接100 当社製品の販売 売上

(注)１ 2,959 546

子会社 SMK Electronics (H.K.) Ltd. 所有
直接100

当社製品の販売
(注)２ 4,156 4,906

子会社 SMK Trading (H.K.) Ltd. 所有
間接100 当社製品の販売 売上

(注)１ 8,971 1,701

子会社 SMK Electronics (Dongguan) 
Co., Ltd.

所有
間接100 同社製品の購入 仕入

(注)１ 12,001 1,445

子会社 SMK Electronics (Shenzhen) 
Co., Ltd.

所有
直接100

当社製品の販売
同社製品の購入

売上
(注)１ 872 1,070

仕入
(注)１ 5,705 447

子会社 SMK Electronics Trading 
(Shanghai) Co., Ltd.

所有
直接100 当社製品の販売 売上

(注)１ 1,953 660

子会社 SMK Electronics Int’l Trading 
(Shanghai) Co., Ltd.

所有
間接100 当社製品の販売 売上

(注)１ 3,384 1,065

子会社 SMK Electronics Singapore Pte. 
Ltd.

所有
間接100 当社製品の販売 売上

(注)１ 2,525 979

子会社 SMK Electronics (Malaysia) 
Sdn.Bhd.

所有
直接100

当社製品の販売
同社製品の購入

売上
(注)１ 1,154 1,002

子会社 SMK Electronics (Phils.) 
Corporation

所有
直接100 同社製品の購入 仕入

(注)１ 11,218 936
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属性 会社等の名称

議決権等の
所有(被所有)

割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容 (百万円) 科目 期末残高

(百万円)

子会社 昭和エンタプライズ㈱ 所有
直接100

リース契約の締結

担保の受入
役員の兼任

(注)２ 640 640

担保の受入
(注)３ 423 ― ―

子会社 KOSCO㈱ 所有
直接100 役員の兼任 (注)２ 2,600 240

2,340

（注）取引条件及び取引条件への決定方針等
1. 市場価格、総原価を勘案して取引価格を決定しております。
2. 

ます。
3
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１株当たり情報に関する注記

1.１株当たり純資産額 391円34銭

2. 13円05銭

重要な後発事象に関する注記

当社は、平成27 27 (Near Field 
Communication)事業の展開を目的としてLogomotion, s.r.o.(スロバキア)と共

、平成27 30日に合弁契約を締結し、
平成27 す。概要は次のとおりでありま
す。

① 商号 SMK-LOGOMOTION株式会社
② 代表者 角 芳幸
③ 本店所在地 ５-17-14
④ ４億８千万円
⑤ 出資割合 SMK株式会社：Logomotion, s.r.o.＝51：49


